
令和４年度（2022年度）

主要な施策の成果と予算執行状況報告書

富士山南東消防組合



富士山南東消防組合

管理者　三島市長　豊岡  武士

　   地方自治法第233条第５項の規定により、令和４年度富士山南東消防組合

   会計歳入歳出決算に係る施策の成果及び予算執行状況について、次のとおり

   報告します。

 令和５年８月４日
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組 合 債 390,500,000 85,000,000 305,500,000 359.41

歳 入 合 計 3,124,248,917 2,714,199,934 410,048,983 15.11

繰 越 金 65,450,363 92,195,048 △ 26,744,685 △ 29.01

諸 収 入 36,299,473 26,341,320 9,958,153 37.80

財 産 収 入 1,218,894 0 1,218,894 皆増

寄 附 金 0 200,000 △ 200,000 皆減

国 庫 支 出 金 704,000 0 704,000 皆増

県 支 出 金 16,177,000 20,745,874 △ 4,568,874 △ 22.02

2,964,891,417 96.35%

分 担 金 及 び 負 担 金 2,609,982,637 2,485,571,342 124,411,295 5.01

使 用 料 及 び 手 数 料 3,916,550 4,146,350 △ 229,800 △ 5.54

3　前年度決算額との比較

令和３年度 増減額 増減率(%)

(単位：円）

区　　　分 令和４年度

3-1　目的別（歳入）

0.00%

歳 出 合 計 3,187,000,000 3,181,400,000 100.00% 3,077,215,820 100.00% 96.73%

5 予 備 費 13,133,000 7,808,000 0.25% 0 0.00%

96.99%

4 公 債 費 47,096,000 47,096,000 1.48% 46,779,768 1.52% 99.33%

3 消 防 費 3,057,269,000 3,056,994,000 96.09%

1　歳入決算状況 (単位：円）

区　　　分 当初予算額 最終予算額 構成比 決算額 構成比 執行率

4.51%

4 県 支 出 金 18,095,000 18,095,000 0.57% 16,177,000 0.52% 89.40%

3 国 庫 支 出 金 15,620,000 15,620,000

82.04% 2,609,982,637 83.54%

0.49% 704,000

100.00%

2 使用料及び手数料 3,056,000 3,056,000 0.10% 3,916,550

1 分担金及び負担金

94.86%

1 議 会 費 1,913,000 1,913,000 0.06% 1,427,367 74.61%

2 総 務 費 67,589,000 67,589,000 2.12% 64,117,268 2.08%

0.05%

12.50%

100.00%

8 諸 収 入 31,483,000 31,483,000 0.99% 36,299,473 1.16% 115.30%

1,000 1,000 0.00% 0 0.00% 0.00%

5 財 産 収 入

2,675,433,000 2,609,984,000

0.04%

7 繰 越 金 1,000 65,450,000 2.06% 65,450,363 2.09%

120.56%1,011,000

0.02%

0.13% 128.16%

1,011,000 0.02% 1,218,894

2　歳出決算状況 (単位：円）

区　　　分 当初予算額 最終予算額 構成比 決算額 構成比 執行率

89.42%

歳 入 合 計 3,187,000,000 3,181,400,000 3,124,248,917 100.00% 98.20%

9 組 合 債 442,300,000 436,700,000 13.73% 390,500,000

100.00%

6 寄 附 金

1



災 害 補 償 費 4,056 4,095 △ 39 △ 0.95

そ の 他 4,171 4,009 162 4.04

合　　　　　　計 2,178,835 2,156,402 22,433 1.04

0.04

地方公務員共済組合等負担金 333,568 331,773 1,795 0.54

基 本 給 1,070,494 1,052,407 18,087 1.72

そ の 他 の 手 当 623,935 623,677 258

退 職 手 当 組 合 負 担 金 141,413 139,380 2,033 1.46

特 別 職 の 給 与 111 111 0 0.00

職 員給 （ 再 任用 職員 含） 1,694,429 1,676,084 18,345 1.09

議 員 報 酬 等 518 440 78 17.73

委 員 等 報 酬 569 510 59 11.57

16.18

(単位：千円）

区　　　分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率(%)

歳 出 合 計 3,077,216 100.00% 2,648,750 100.00% 428,466

△ 18.47

公 債 費 46,780 1.52% 41,667 1.57% 5,113 12.27

普 通 建 設 事 業 費 77,691 2.52% 95,290 3.60% △ 17,599

3-4　人件費の内訳

428,466,249 16.18

(単位：千円）

5.25

補 助 費 等 26,753 0.87% 26,455 1.00% 298 1.13

扶 助 費 30,765 1.00% 29,230 1.10% 1,535

144.67

維 持 補 修 費 9,370 0.30% 10,737 0.41% △ 1,367 △ 12.73

物 件 費 707,022 22.98% 288,969 10.91% 418,053

3-3　性質別（歳出）

公 債 費 46,779,768 41,666,774 5,112,994 12.27

議 会 費 1,427,367 482,518 944,849 195.82

総 務 費 64,117,268 58,559,854 5,557,414 9.49

増減率(%)

人 件 費 2,178,835 70.81% 2,156,402 81.41% 22,433 1.04

区　　　分 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 増減額

歳 出 合 計 3,077,215,820 2,648,749,571

(単位：円）

区　　　分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率(%)

消 防 費 2,964,891,417 2,548,040,425 416,850,992 16.36

3-2　目的別（歳出）

2



１款　議会費　

　１項　議会費

 1　議員人件費

組合議員の報酬

 2　議会事業

　（1）　会議及び提出案件

　（2）　審議結果

　原案可決　　14件 　認定　　１件 同意　０件

　（3）　防災拠点視察調査

令和４年10月26日（水）～10月28日（金）　３日間

安達地方広域消防組合南消防署（福島県本宮市）、東松島市役所（宮城県東松島市）

みやぎ東日本大震災津波伝承館、石巻市震災遺構門脇小学校（宮城県石巻市）

期間：

場所：

令和元年台風19号による阿武隈川流域で発生した水害発生時の消防本部の対応についての調査

東日本大震災発生時の議会及び議員の対応に関する調査及び防災拠点倉庫の視察

東日本大震災当時の記録、震災遺構を視察し、災害の恐ろしさの再認識

4　主要な施策の成果

1,427,367円

1　 議会費

主な事業内容目及び決算額

518,000円

909,367円

1 11

会議名 会　期

予

算

決

算

条　例 議決案件 同意案件

合
　
計

管
理
者
提
出

議
員
提
出

管
理
者
提
出

議
員
提
出

管
理
者
提
出

議
員
提
出

９月定例会 令和４年８月10日 1 1 1 3

1

7 1

５月臨時会 令和４年５月10日 1

目的：

２月定例会 令和５年２月13日 2
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２款　総務費　

　１項　総務管理費

 1　特別職人件費・委員等報酬

特別職（正副管理者）の人件費、委員（個人情報保護審査会委員）、非常勤職員（産業医）の報酬

 2　総務管理事業

　（1）　事務系コンピューター及びネットワークシステムの運用管理

　（2）　組合例規集更新業務

　（3）　被服等の整備

 3　人事管理事業

　（1）　人事評価制度の実施

　（2）　職員研修

　（3）　職員採用

　　　　受験者数48人、１次試験合格者数18人、２次試験合格者数11人、最終採用人数６人

　（4）　職員昇任試験

　　富士山南東消防組合職員の任用に関する規則に基づき、職員昇任試験を実施した。

　　　消防司令試験受験者14人、消防司令補試験受験者13人、消防士長試験受験者14人　　　消防司令試験受験者14人、消防司令補試験受験者13人、消防士長試験受験者14人

　　　消防司令試験合格者６人、消防司令補試験合格者８人、消防士長試験合格者10人

　（5）　自己啓発支援

　　退職予定者の欠員補充等に対応するため、採用予定職員を募集し、採用試験を実施した。

　職員の資質の向上を図ることを目的とし、自己啓発のために受講する研修及び資格の取得に要する費
用を助成した。　11件

評価者研修実施
令和４年４月14日、15日

55,818,958円

主な事業内容

消防本部及び各署所を専用線で結ぶネットワーク（WAN）及び本部・署所内ネットワークの運営

組合において定める仕様の被服の整備を行った

組合で制定・改廃した例規について、例規執務サポートシステム及びインターネット版の更新業
務を行った

共済組合事務担当者研修会

公務災害・通勤災害事務初任者説明会 4

研修名

東部地域市町合同研修 新任課長補佐級研修

東部地域市町合同研修 新任係長級研修

東部地域市町合同研修 新任主任研修

東部地域市町合同研修 再任用研修

目及び決算額

63,874,800円

　地方公務員法に基づき、人事管理の基礎として活用するとともに、職員能力向上と組織内コミュニケー
ションの円滑化を目指し人事評価を全職員に実施した。また、評価者及び被評価者研修を実施した。

人数

2

2

2

4

8

1

2

研修名

市町村振興協会　新任監督者研修

市町村振興協会　新任管理者研修

市町村振興協会　中堅職員研修

市町村振興協会　法制執務（初級）研修

市町村振興協会　地方自治法研修

市町村振興協会　行政争訟研修

東部地域市町合同研修 新任課長級研修

１　 一般管理費 463,000円

77

令和５年１月30日、31日 77

7,592,842円

研修名 実施日 受講人数

（単位：人）

人数

5

3

2

5

1

令和４年５月６日、19日 165

　市町職員広域研修、東部地域市町合同研修等へ職員を派遣し、一般行政の知識習得させ、職員の資
質向上と消防組合運営体制の充実を図った。

　（単位：人）

被評価者研修実施

4



　（6）　職員健康管理

(内)人間ドック等受診者数

　２項　監査委員費

 1　監査委員報酬

組合監査委員の報酬

 2　監査委員事業

適正かつ効率的な行政運営の実現のため各種監査事務を実施した。

　(1)　定期監査・決算審査の実施

　（2）　例月出納検査の実施

200 39 88

　　職員の健康管理と疾病予防を目的に、全職員を対象に定期健康診断、特定業務（深夜業務等）に従
事する職員へ健康診断を実施した。また、風疹、麻しん等に感染の恐れがある職員に対して予防接種を
実施した。

B型肝炎 インフルエンザ ストレスチェック

19 210 260

217,500円

監査等の内容 実施日

決算審査

血中抗体検査 麻しん 風疹 水痘 ムンプス

受診者数 15 6 2 1 5

健康診断 特定業務者 胃部レントゲン

16

（単位：人）

胸部レントゲン 破傷風

受診者数 254(67)

令和４年７月12日

定期監査 令和４年12月７日

主な事業内容目及び決算額

１　 監査委員費

242,468円

24,968円

　地方自治法第235条の２第１項の規定に基づき、現金の出し入れについて、毎月、日を定めて計数を確
認するとともに、現金の保管状況や支出命令書が適切に処理されているかなどを検査した。
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３款　消防費　

　１項　消防費

 1　職員人件費

  2　救急高度化推進事業

　（1）　救急活動状況

○救急出動件数

○救急搬送人員

　（2）　 救急救命士及び救急隊員の養成

(単位：人）

224

目及び決算額 主な事業内容

2,216,867,488円

41,224,815円

 １ 常備消防費

2,874,500,637円 　消防組合職員の給料、職員手当、共済費等の人件費

（単位：件）

1,114 4,871 2,794 1,162 915

令和４年 令和３年

裾野市 長泉町計 三島市 裾野市 長泉町 計 三島市

　 ３署２分署１分遣所に配置した９隊救急隊により、救急活動を実施し、地域住民の安心安全を確保し
た。令和４年中の管轄地域における救急出動件数は9,163件であり、搬送人員は7,612人であった。管轄
地域の人口202,030人に対し、１日平均約25件出動し、約27人に１人の割合で搬送したことになる。
※管轄地域の人口は令和２年国勢調査人口の確定値

区分

その他 353 185 113 55 312 163 86 63

急病 5,718 3,297 1,307

一般負傷 1,328 771 328 229 1,244 733 265 246

転院 1,266 775 255 236 1,142 664 254

交通 498 256 133 109 464 241 109 114

急病 4,602 2,591 1,063 948 4,219 2,376 1,036 807

合計 9,163 5,284 2,136 1,743 8,033 4,595 1,876 1,562

（単位：人）

区分
令和４年 令和３年

一般負傷 1,143 646 295 202

2241,140 662 254転院

計 三島市 裾野市 長泉町 計 三島市 裾野市 長泉町

1,100 635 238 227

県消防学校

1,260 771 255 234

各医療機関

救急救命士再教育病院実習 28

7,055

救急救命士新規養成 3

3,980

研修区分 人数

救急救命研修所

救　急　科

1,679 1,396

交通 408 197 120 91 400 201 100 99

合計 7,612 4,309 1,800 1,503

　 救急救命士資格取得及び救急隊員資格取得を目的に職員の派遣を行い、救急救命士及び救急隊員
の増員を図る一方で、新型コロナウイルス感染防止措置により、医療機関で実施する実習及び各機関で
実施している研修は一部中止となった。

救急救命士気管挿管病院実習

その他 199 104 67 28

4

研修機関

ビデオ喉頭鏡挿管実習 1

救急救命士就業前病院実習 3

1

196 106 51 39
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　（3）　救急救命講習会の開催

 3　消防防災事業

　(1)　職員教育

初任科 4

その他

主な事業内容目及び決算額

113,701,290円

   消防大学校、県消防学校及び各種研修へ職員を派遣し、専門的知識や高度な技術を習得させ、
職員の資質向上と消防体制の充実を図った。

5

伐木等業務従事者特別教育講習

予防査察・危険物科 4

安全運転講習

4

中級幹部科 2

女性消防吏員講習 1 12

火災調査科 4 高所作業車10ｍ以上特別教育 4

救急科

12

実践的大規模災害対応講習 1

6救助科 4

5 85

上級救命講習（8時間） 8 147

種別 開催回数 受講者数

普通救命講習Ⅰ（3時間） 56

2 33

4

玉掛け技能講習 4

2指令センター員講習

救急科 1

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習

消防大学校

研修機関 研修区分 人数 研修機関 研修区分 人数

560

普通救命講習Ⅱ（4時間） 5

（単位：回、人）

77

普通救命講習Ⅲ（3時間）

応急手当普及員講習（24時間）

応急手当指導員講習（24時間） 2 13

幹部科 2

県消防学校

ホットトレーニング講習

警防科

　救命率の向上には現場に居合わせた人による心肺蘇生法が重要であるため、住民や事業所等を
対象に救命講習を実施した。コロナ禍であったため、受講人数も通常より少ない人数に設定し、感染
予防対策を講じ救命講習を継続した。

２級小型船舶取得講習 2

国民保護CRテロ初動セミナー 1

小型移動式クレーン運転技能講習

　（単位：人）
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　(2)　火災活動状況

　(3)　救助活動状況

三島市

裾野市

長泉町

　令和４年中の救助出動件数は98件であった。事故種別では「建物等事故」が44件と最も多く、次いで
「交通事故」の25件であった。
 (令和４年）

　 ３消防署２分署３分遣所に配置した消防隊等により、各種災害に対応し、地域住民の安心安全を確保
した。令和４年中に発生した火災は39件で、前年に比べ15件減であった。火災種別は「建物火災」21件、
「林野火災」０件、「車両火災」４件、「その他の火災」14件であり、「損害額」は13,206千円で前年より
153,822千円減で、火災による死者は２人で、前年より増減なしであった。

25

13

10

6

7

2

8

5

2

3

2

3

0

35

29

98

74

56

42

24

18

18

14

出動件数（件）

救助人員（人）

出動件数

救助人員

出動件数

救助人員

出動件数

救助人員

7

5

4

1

0

0

0

0

0

0

0

そ
の
他

破
裂
事
故

ガ
ス
及
び
酸
欠

建
物
等
事
故

機
械
事
故

風
水
害
等

水
難
事
故

交
通
事
故

火
災

合
計

17449
合計

0

0

0

0 15

1

1

0

0

主な事業内容

4

5

3

3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

目及び決算額

出
火
件
数

54件

22

0

0

0

長泉町裾野市

1

3

2

10

7

0

0

11

9

4

4

0

0

1

合計 三島市

45棟

167,028千円

0人

区分

令和４年

長泉町裾野市三島市

2棟

1,390千円

0件

37㎡

136㎡

19世帯

23棟

13,206千円

焼
損
面
積

死者

負傷者

罹災世帯

焼損棟数

199㎡

24棟

0 a

2人

9人

12世帯

12棟

10,982千円損害額

3世帯

令和３年

11件

12件

9件

0件

0件

2件

0件

482㎡

20㎡

0a

0人

2人

0件

2,527㎡

128㎡

9世帯

14棟

13,515千円

合計

20件

7件

0件

7件

6件

0件

144㎡

1㎡

0a

1人

1人

2世帯

7棟

18,947千円

23件

16件

19世帯30世帯

134,566千円

0件

3件

4件

0件

1,901㎡

107㎡

0a

1人

7人

10件

0件

2件

8件

0件

121㎡

63㎡

0a

0人

5人

0 a

2人

10人

1件

32件

0件

10件

2人

6件

3件

0件

13件 20件

21㎡

0㎡

0a0a

2人

2人

4世帯

9棟

834千円

2件

0件0件

1件

3件

9件

1

0

0

計

建物火災

林野火災

車両火災

その他の火災

爆発（内数）

建物床面積

建物表面積

林野

39件

21件

0件

4件

14件

0件

179㎡
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 　(4)　火災予防業務

○防火対象物数及び査察実施数（令和４年度）

○消防同意の事務処理状況（令和４年度）

○消防用設備等の検査状況（令和４年度）

23 1 4 2 1 0 42 4 6 0 9 20 10 0 0 1 0

15 2 1 0 0 1 25 7 4 0 1 16 3 0 0 0 0

21 0 5 1 0 0 47 3 3 1 4 29 3 0 1 1 0

59 3 10 3 1 1 114 14 13 1 14 65 16 0 1 2 0

○危険物関係事務処理状況（令和４年度）

主な事業内容

　消防法令に基づき、消防機関が実施すべき許可、認可、消防同意、検査等の事務により防火対象物及
び危険物施設を法令に適合した状態に維持管理するよう指導を行った。

三島市 3,510 548

三島市 136 128 8 0 0 0

修繕

裾野市

目及び決算額

防火対象物数 査察実施数

新築 増築 改築 用途変更

申請要旨

裾野市 39 34 5 0 0 0

長泉町 49 48 1 0 0 0

1,867 318

長泉町 1,599 373

合計（件） 6,976 1,239

合計
(件）

合計（件） 224 210 14 0 0 0

合
　
　
計

(

件
）

消火設備 警報設備 避難設備
消

防

用

水

消防活動上
必要な設備

消

火

器

屋

内

消

火

栓

設

備

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー

設
備

特

殊

消

火

設

備

屋

外

消

火

栓

設

備

動

力

消

防

ポ

ン

プ

自

動

火

災

報

知

設

備

火

災

通

報

装

置

非

常

警

報

設

備

漏

電

火

災

警

報

器

避

難

器

具

誘

導

灯

誘

導

標

識

非
常
コ
ン
セ
ン
ト
設
備

連

結

送

水

管

連

結

散

水

設

備

三島市 123

裾野市 75

長泉町 119

合計(件） 317

合計
（件）

設置 変更 常置場所変更
仮使用
承認

仮貯蔵
仮取扱
承認

水張
検査

水圧
検査許可 完成 許可 完成 許可 完成

三島市 46 0 0 17 12 0 0 11 2 4 0

裾野市 136 4 4 43 47 0 0 35 1 1 1

長泉町 74 3 3 21 23 0 0 19 2 3 0

合計（件） 256 7 7 81 82 0 0 65 5 8 1

9



  4  消防指令センター運営事業

○災害受信件数（令和４年）

〇災害通報受信件数（地域別）

　1　消防施設整備事業

  2　消防車両整備事業

・（仮称）中郷分遣所建替えに伴う実施設計業務委託

　　契約：令和４年５月11日　　　履行期間　着手：令和４年５月11日　  完成：令和５年３月31日

・（仮称）中郷分遣所建替えに伴う地質調査業務委託

　　契約：令和４年６月27日　　　履行期間　着手：令和４年６月28日　  完成：令和４年10月31日　　　

・ 高機能消防指令システムは、令和４年で構築から８年が経過することから、安定稼働のため部分更新
を実施した。併せて指令センターと各部署の連携強化のためデータ指令端末、ポータブルAVMを整備し
た。
　
・ NET119緊急通報システムは、令和２年10月から聴覚や発話の障害で音声による119番緊急通報が困
難な方を対象に、携帯電話アプリを活用する緊急通報の運用を開始した。
災害通報受信件数　　令和４年：２件　　令和３年：３件　　令和２年：１件

33,599,780円

２　消防施設費

90,390,780円

合
計
（

件
）

災害通報

主な事業内容目及び決算額

　 令和４年中の災害通報受信件数は、9,102件であった。種別で見ると、「救急」が最も多く8,854件、次い
で「他の災害」が106件、さらに「救助」が77件となっている。また、地域別災害通報受信件数は、「三島
市」5,854件、「裾野市」1,803件、「長泉町」1,364件であった。

56,791,000円

502,707,044円

合
計
（

件
）

災害通報 緊急性のないもの

小
計

火
災

救
急

救
助

他
の
災
害

小
計

問
合
せ

間
違
い

い
た
ず
ら

回
線
試
験

訓
練
他

119番受信 11,530 9,021 63 8,809 67 82 2,509 681 773 7 253 795

0 0 0 0 0

加入 91 79 2 43 10 24 12 3 2 0 2 5

NET119 95 2 0 2 0 0 0 0 0 15 78

三島市 5,854 30 5,746 36 42

FAX 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1

メール119

1,735

0 0

14

長泉町 1,364 8

29

合計（件） 11,717 9,102 65 8,854 77 106 2,615 684 775 7 270 879

　車両更新計画に基づき、裾野消防署須山分遣所配備の災害対応特殊救急自動車を更新し、消防力の
強化を図った。

登録年月日

令和4年12月7日

8,809 67 82

裾野市 1,803 25

合計（件） 9,021 63

災害対応特殊救急自動車

整備更新車両 配備場所

裾野消防署須山分遣所

1,328 17 11

93

火
災

救
急

救
助

他
の
災
害

0 0 0 0 0
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４款　公債費　

　１項　公債費

主な事業内容

 1　元金

平成28年度から令和元年度までの車両整備事業及び施設整備事業に係る地方債の元金償還

 1　利子

平成28年度から令和３年度までの車両整備事業及び施設整備事業に係る地方債の利子償還

5-1 年度末現在高の状況

5-2 組合債借入状況

消防施設
整備事業

（消防指令センター部分
更新）

21,900

56,700

311,900

5年（うち据置１年）

半年賦元金

均等償還

1,529 72

1,317,070

令和３年度
消防車両
整備事業

（長泉多目的ポンプ車）

0 853 426,300
消防施設
整備事業

（伊豆島田分署建設工
事）

426,300
地方公共
団体金融

機構
0.20%

20年（うち据置3年）

半年賦元金

均等償還

85,000
静岡県
市町村

振興協会
0.30%

15年（うち据置3年）

半年賦元金

均等償還

0

令和元年度

令和４年度

令和４年度

10年（うち据置2年）

半年賦元金

均等償還

0 9 23,100

沼津信用
金庫三島

支店

地方公共
団体金融

機構

令和４年度
地方公共
団体金融

機構
0.20%

5年（うち据置1年）

半年賦元金

均等償還

311,900

消防車両
整備事業

（高規格救急自動車）

消防施設
整備事業

（中郷分遣所建設工事）

39,300
財政融資

資金
0.01%

65,480

 ２ 利子

1,922,696円

(単位：千円）

区分

消防車両整備事業

消防施設整備事業

計

令和４年度末
現在高

令和３年度末
現在高

令和４年度
発行高

令和４年度元利償還額

元　金 合　計

437,056 21,900 38,410 833 39,243

534,371 368,600 6,447

平成30年度

消防車両
整備事業

（はしご付消防自動車）

189,800

消防施設
整備事業

（伊豆島田分署用地）

26,000
地方公共
団体金融

機構
0.30%

20年（うち据置3年）

半年賦元金

均等償還

9,825 9,8252

消防車両
整備事業

（救助工作車）

76,400
三島信用
金庫本店
営業部

0.20%
15年（うち据置１年）

半年賦元金

均等償還

4,918 165 78,682
消防施設
整備事業

（伊豆島田分署建設工
事）

消防車両
整備事業

（水槽付き消防ポンプ
自動車）

元金 利子

消防車両
整備事業

（高規格救急自動車）

29,000
静岡県
市町村

振興協会
0.01%

12年（うち据置2年）

半年賦元金

均等償還

消防車両
整備事業

（消防ポンプ自動車他）

52,900
静岡県
市町村

振興協会
0.20%

15年（うち据置3年）

半年賦元金

均等償還

目及び決算額

 １ 元金

44,857,072円

平成28年度

平成28年度

平成29年度

平成29年度

2 17,400

1,090 7,537

971,427 390,500 44,857 1,923 46,780

計 1,421,900 44,857 1,923

　　　　　区分
　年度

事業名 借入額 借入先 利率 償還方法
令和４年度償還額 令和４年度

現　在　高

39,675

2,900

340 158,167

83,600
地方公共
団体金融

機構
0.20%

(単位：千円）

85,000

利　子

5　地方債の状況

令和２年度
消防車両
整備事業

（高規格救急自動車）

23,100
静岡県市
町村職員
共済組合

0.04%

21,900

56,700

420,546

896,524

1,317,070

静岡県
市町村

振興協会
0.20%

15年（うち据置3年）

半年賦元金

均等償還

22,941

平成30年度

令和元年度

15,817

0

0

0

0

0

0

4,408 86

0.50%

1.00%

10年（うち据置1年）

半年賦元金

均等償還

20年（うち据置3年）

半年賦元金

均等償還

255

20年（うち据置3年）

半年賦元金

均等償還

5,460 139
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